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【論文の内容】 

１．研究目的 
現在、グローバルにオープンイノベーションは着目され、取り組んでいる企業が多数見

受けられる中、本研究は、Chesbrough(2003,邦訳：p.8)が企業内部と外部のアイデアを有

機的に結び付け、価値を創造することと定義したオープンイノベーションについて、なぜ

多数の日本企業がオープンイノベーションを活用しないのか、あるいは活用してもイノベ

ーションを創出できないのかという問題意識に鑑み、日本企業がイノベーションを創出す

る一手法としてオープンイノベーションが活性化する際、オープンイノベーションを推進

するセクション及び担当者が果たす機能を明らかにすることを研究目的としている。そし

て、日本企業におけるオープンイノベーションの活用促進策を提案する。  

２．研究方法 

本研究では前掲した問題意識のもと、先行研究を行い、先行研究と大阪ガスの事例から

仮説を導き出し、東レ、富士フイルム、コニカミノルタについて既存の情報や有価証券報

告書などの資料から詳細な事例研究を行い、仮説を検証し、企業がオープンイノベーショ

ンを行う方策等を考察し、日本企業のオープンイノベーション活用の促進方策を提案する。

本研究は事例研究による、定性研究である。  

３．事例研究 

 東レ、富士フイルム、コニカミノルタについて事例分析を行い、次の仮説を実証した。  

仮説 1 企業が発展するにあたってイノベーションを創出する手法としてオープンイノベ

ーションが有効である。 

仮説 2 トップのオープンイノベーションを推進する明確なビジョンと意思決定により、

オープンイノベーションが活性化する。  

仮説 3 企業がオープンイノベーションを成功させるには、それを推進するセクションや

担当者などの事業化への経験や意識の高さが影響する。  



４．考察 

詳細な事例分析による仮説実証に加えて、日本のメーカー2 社のオープンイノベーショ

ンの担当の方へのヒアリングを行い、それらも含めて考察を行った。第４章では各企業が

どのようにオープンイノベーションを展開しているか、どのように推進しているかを確認

するために既存の論文、各社のホームページや新聞記事などから、詳細な事例研究を行い、

アジアビジネスの視点からアジアでのオープンイノベーションの事例も取り上げた。第 3

章の仮説導出の為の事例と第 4 章の事例では、オープンイノベーションが成功した要因が

トップの明確なビジョンとオープンイノベーションを推進するセクションあるいは担当者

の事業化意識にもつながっていることが明らかとなった。  

また、第 1 章で述べたように近年、大企業とスタートアップ企業との連携が頻繁に見受

けられる中、今回のインタビューを通して、スタートアップ企業との連携状況について、

コア技術の一つの分野で連携し、新しい製品開発を行った企業やコア技術とスタートアッ

プ企業の技術を合わせ、シナジー効果を図り、共同研究を行っているケースも見受けられ

る。 

一方、現在の日本企業に対して、第 1 章で取り上げたように、10 年前と比較して、オー

プンイノベーションを活発化していると見受けられ、第 3 章、第 4 章の事例分析から、日

本企業にいくつの方策を提案した。  

５．研究結論 

本研究は日本企業がイノベーションを創出する一手法としてオープンイノベーションが

活性化する際、日本企業におけるオープンイノベーションの活用方策を提案した。事例分

析から仮説を検証し、オープンイノベーションを活用して、イノベーションを創出できて

いる原因は、トップの意思決定により、社内でのオープンイノベーションへの認識が整え

てあり、オープンイノベーションの推進を担っている担当者やセクションなどの事業化へ

の意識の高さが影響していると結論付けることができる。 

オープンイノベーションに関する意識変革があり、大企業は優れた技術を持っているス

タートアップ企業との連携が活発化しているように見受けられる。大企業には既存の収益

事業があるため、破壊的なアイデアが生まれにくい意思決定プロセス構造上の問題を抱え

ているので、自社内に無い技術やイノベーションを生み出すことのできる環境や技術力等

を持つスタートアップ企業に可能性を求めているのかもしれない。これらの事例からオー

プンイノベーションの新しい動きに着目し、日本の大企業におけるスタートアップ企業と

の連携が、他の連携方式よりイノベーション創出のスビートアップを図ることができるか

もしれないと考えている。 
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